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研究成果の概要（和文）：東京電力福島第一原子力発電所の苛酷事故により、多くの被災者が超長期・広域の避
難を強いられている。私たちは自治体再建研究会を組織し、被災者の生活再建と被災地自治体の活動を支援する
ために資する政策・制度を、政治学、行政学、法学、社会学の各分野から領域横断的に研究してきた。
3年間の研究の成果として、本研究では被災者の意見書に基づいて複数の復興シナリオ（焦燥、追及、反省、凍
結、再建）を導き出し、自治体と国への提言としている。

研究成果の概要（英文）：Due to the severe accident of the TEPCO Fukushima Daiichi Nuclear Power 
Station, many victims are forced to evacuate the super long-term and wide area. We organized a local
 government reconstruction study group to exchange policies and institutions that contribute to the 
rebuilding of victims' livelihoods and activities of municipalities in affected areas from political
 science, administrative science, law and sociology to cross- Has been studied.
Because of three years of research, we derive multiple reconstruction scenarios (impatience, 
pursuit, reflection, freezing, reconstruction) based on the opinion of the victims, making it a 
recommendation to the local and the central governments.

研究分野：地方自治

キーワード： 東日本大震災　東京電力福島第一原子力発電所　広域避難　生活再建　復興計画

  ３版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 東日本大震災を契機とした東京電力福島
第一原子力発電所の苛酷事故による原発災
害から、研究開始時点で 3年目を迎えるとこ
ろだった。多くの被災者が広域的かつ長期的
避難を強いられ、かつ、彼らの生命や生活を
支えてきた被災地自治体の存続危機も予測
されるような状況だった。このような事態は、
日本の歴史上、初めて遭遇するものであり、
既存の政策・制度体系との間に齟齬が生じて
いた。 
福島県民の避難者は、その当時で約 14 万
人にのぼり、このうち約 5万人が県外の全国
各地（一部、海外）で避難生活を過ごしてい
た。放射能汚染の状況から、帰還時期の見込
みが立っていない地域も少なくなく、多くの
避難者が帰還を果たすまでには「世代を越え
る」ほどの時間を要することが見込まれてい
た。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、こうした困難な状況に対
し、政策・制度上の対応可能性について、政
治学、行政学、法学、社会学等の各分野から
学際的に探究することである。具体的には、
生活再建、市民権保障、自治体支援という研
究枠組みのもと、被災元自治体・被災者等と
の連携・協力による実学的探求を行うことに
より、理論・実証両面からの成果を目指す。
このことにより、同様の問題を内包する将来
的な大規模災害への対応や、それらに備えた
減災や事前復興に資する新たな政策・制度の
開発に寄与するものである。 
 
３．研究の方法 
研究に際しては、研究分担者を中心に、研
究協力アドバイザーとして被災当事者、行政
関係者、ジャーナリスト等を含めた自治体再
建研究会を組織し、関係者の聞き取りや訪問
調査を交えて、定例的に研究会を開催するこ
とを基本とした。 
全体としては次のような流れで研究を進
めた。 
⑴広域・長期避難にかかる問題群と現行法上
の課題の析出ならびに先行研究等にもとづ
く関連理論の整理・分析を行う。 
⑵次に、そこで得られた成果をもとに分野横
断的な分析・検討を加え、避難者ならびに被
災地自治体支援に資する政策・制度開発に向
けたフィジビリティスタディを行う。 
⑶最終的に得られた研究成果は、2017 年 3
月 25 日開催のシンポジウム（中央大学）や
書籍公刊（山下祐介・金井利之、筑摩書房、
地方創生の正体、2015、並びに、金井利之・
今井照、公人の友社、原発被災地の復興シナ
リオ・プランニング、2016）等を通じて情報
発信ならびに提言活動に努めた。 
 
４．研究成果 
《状況認識》 

 研究会創設の当初から危惧されていたよ
うに、除染と巨大なインフラ・施設建設事業
に終始する「復興」事業が前面化し、「加速
化」と称して被災住民と被災地自治体の焦り
を煽り、為政者及び国民の忘却の「加速」と
被災者の諦念の「加速」とが進み、補償・支
援と称する被災者間の分断が起き、補償を受
けた人々へのスティグマが付与され、国から
の自治体への恫喝と自治体為政者の国に対
する忖度・追従という循環が発生する、など
の事態が生じている（山下・金井 2015）。 
こうしたなかで、研究会は、富岡町の第２
次復興計画づくりと伴走しながら、事態の推
移を同時並行的に調査研究してきた。同計画
の策定過程では、寄合ワークショップ的な手
法を活用しながら、住民の意思を虚心坦懐に
収集し、有り得る、または、有る可き様々な
「道」が存在することが、参与観察された（山
浦 2015）。 
一方、現実の富岡町政は、国・県の復興政
策の軛、コンサルタントや専門家の立ち位置、
事業者の思惑などの構造に拘束されつつあ
る。とはいえ、実際の過程では様々な分岐点
は存在して来たし、恐らく、今後も可逆点・
分岐点に逐次直面することであろう。 
そこで、研究会の調査研究をもとに、現実
の選択と、有り得べき多様なシナリオを対置
することで、現時点での研究成果を取りまと
めるとともに、現時点では時期尚早としても、
将来の人々への復興のナビゲーション（航法
指針）に資することとした。 
《復興シナリオ》 
 被災地では事後的にやむなく復興計画を
策定する。復興に際して行財政基盤の再建が
必要という意味では、行政改革・財政再生的
な観点は不可欠であるが、実際には、復興の
ための財源・人員が国などの外部から獲得す
る側面が重要になるので、むしろ、財政的に
拡大する指向性を持つ。ところが実際には、
被災すると、長期広域避難を契機に、人口流
出が起きることもあるので、本来は、行政改
革的な減量計画が長期的には求められなけ
ればならない。 
自治体においては、住民の意思反映が計画
などの長期シナリオを策定する際の基本に
なる。長期シナリオの一種である災害復興計
画においても同じはずである。ただし、復興
計画の場合には国からの支援がどの程度為
されるかが重要なので、国の支援メニューや
財源措置が決まらなければ、復興計画の策定
ができないともいえる。しかし、このような
国策前置主義の発想では、結局のところ、国
策に支配された自治体にしかならない。 
むしろ重要なことは、住民意思を反映した
復興計画を根拠に、国に支援メニューや財源
措置・法制整備を要求することである。いわ
ば、復興計画が支援メニュー・財源措置を創
出し、これらの制約の枠を拡大していく道具
になる。 
 富岡町においては、復興第２次計画を町民



参加で策定しようとした。その過程で、2014
年８月９日 10 日に住民意見が幅広く表出さ
れている（金井・今井 2016）。この『意見集』
が、民意を反映した長期シナリオの策定の出
発点となるものである。その後も、町民参加
会議体は、４部会制（「産業再生・創出」「心
のつながり」「生活支援」「情報発信」）をと
って、さらに意見の表出と汲み上げを続けて
きた。こうして各部会で出されてきた意見は、
2014 年８月段階での『意見集』を経糸とすれ
ば、緯糸のように長期シナリオへ反映させる
ことができる。 
『意見集』に現れる町民の民意は多様であ
る。したがって、長期シナリオを単一の計画
として無理にまとめ上げることは、かえって
危険となる。多様な意見を網羅的に盛り込め
ば、総花的で特色がない計画となってしまい、
国や世間に対する訴求力を持たない。むしろ、
多様な意見のそれぞれを鋭角的に切り出し、
エッジの効いた複数の長期シナリオを策定
したほうが、政策物語（ストーリー）は明解
になる。 
また、将来の事態の推移や趨勢は 1つに見
通せないので、柔軟な対応の余地を残すため、
選択肢として複数のシナリオを持ち続けた
方がよい。町政の海図としては、より汎用的
であろう。 
 したがって複数の長期シナリオを持つこ
とは、焦燥を回避することに繋がる。単一の
長期シナリオしか持たなければ、「この道し
かない（There is no alternative）」という
ことになり、国策によって自治体は、急かさ
れ、焦らされるだけである。善い意味での「待
ちの町」になるためには、つまり、熟慮して
方針を選択するには、自治体は複数の長期シ
ナリオを持つことが肝要である。 
《５つの長期シナリオ》 
⑴没入シナリオ～焦燥の物語～ 
 先に《状況認識》で整理したような趨勢は、
いわば、富岡町という自治体あるいは富岡町
民が何もしない場合、国・県・事業者などの
外界の影響力によって翻弄され、主体性なく
漂流する場合である。そこに、主体的な長期
シナリオは存在しえない。 
しかし、与えられたこうした「成り行き」
という「既成事実」に屈服し、それを追認し
て自治体という弱い「権限に逃避」して、あ
たかも長期シナリオがあるかのように仮構
することもできる。これが、没入シナリオで
ある。いわば、外界から与えられた状況に没
入し、長期シナリオの構築を思考停止して、
ただ、外界から与えられた状況に急かされて
焦燥するものである。その意味で、焦燥の物
語である。富岡町が主体的な長期シナリオを
構築しない場合には、この没入シナリオが展
開されるものとなろう。成り行き／漂流のシ
ナリオと言ってもよい。 
⑵主体的な４つのシナリオ 
 しかしながら、富岡町民の意見をもとにす
れば、上記のような没入シナリオとは全く異

なる将来展望が求められていることが看取
される。そのシナリオは、長期的な時間軸に
沿っては、４つのシナリオに分岐する。具体
的には、 
①被害者シナリオ～追及の物語～ 
②反省シナリオ～悔恨の物語～ 
③凍結シナリオ～待機の（機を待つ）物語～ 
④再建シナリオ～もう一つの物語～ 
である。これらは住民意見から抽出されたシ
ナリオであり、机上で検討したシナリオとは
異なる。 
 被害者シナリオは、様々な責任を追及する
ことによって、富岡町の長期展望を描く物語
である。過去を水に流して未来が開けるなら
ばよいが、責任追及なくして未来が開けない
こともある。責任を追及しなければ、国・県・
事業者という優位な立場にある主体は、「し
たいことだけする、それ以外は何もしない、
知らないふりをする」ということができる。
その意味で、追及の物語である。 
 反省シナリオは、このような事態になった
ことを反省することから、富岡町の長期的な
未来を見据えるものである。過去を考えても
過去は変わらない。また、反省することは、
自分自身の自己反省＝自省と自己批判・否定
を含みうるものであり、極めてつらい営みに
なることもある。悔恨の物語だからである。
その意味で、被害が継続しているこの時期に
は、尚早とも思われるかもしれない。また、
被害者シナリオからすれば、反省すべきは被
害者ではなく、加害者の方であるともいえる。
しかし、経験からも歴史からも学べないとす
るのであれば、それこそ未来はないと言えよ
う。そして、実際の住民意見からも、このよ
うな反省の指向性の萌芽が看取されたので
ある。 
 凍結シナリオは、外界の圧力に翻弄される
現状を抑えるため、一定期間の事態の凍結に
よる鎮静化を図り、将来に向けてのチャンス
を待つという長期ビジョンである。勿論、将
来に向けて待機するということは、当面は何
もしないということではない。むしろ逆であ
り、没入シナリオで無計画・無節操・無思慮
に進められる「復興」が、結果として将来の
真の復興や再建を妨げることのないように、
短中期的にも凍結という重要な作為が求め
られる。めちゃくちゃにさせないために、何
もさせないようにする作為が必要なのであ
る。ショックやパニックという心理状況から、
一定の平穏を確保するのである。こうして、
機（とき）を待つことが、初めて可能になる。
さもなければ、機は失われる。 
 再建シナリオは、富岡町が主体的に、地域
社会・住民共同体および自治体政府を再建す
る長期シナリオである。それは、現状の趨勢
とその加速化のもとで、なし崩し的に既成事
実化しつつあり、かつ、その既成事実が事後
的に、あたかも主体的な長期シナリオがあっ
たかのごとき、つまり、富岡町民が望んだか
のように、没入シナリオとして表現されるよ



うになる事態に対して、もう一つの物語を提
示するものである。本来、これは、町民参加
で策定が進められた富岡町復興（第二次）計
画で有り得た、または、今後に有り得べき、
長期シナリオかもしれない。 
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